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コロナ質問が禁止された市議会本会議（６月９日） 

質問に立つ加増みつ子市議団長 

加増みつ子  遠山ちえ子 

関戸  勇   小池えつ子 

６月市議会閉会（６月８～12 日） 

６月定例市議会は、「新型コロナ感染防

止」を名目に、従来の日程を大幅短縮、「コ

ロナ一般質問禁止」、議案質疑は３分など、

コロナ論戦を制限する違法・不当な運営で

行われました。通常国会は、「コロナ対策」

など課題を残し、数々の疑惑への野党の追

及を恐れた政権は「国会閉じるな!」の世論

に背き 17 日に閉会しました。 

「新型コロナ」質問・質疑も制限 

「自粛と休業」で、市民のくらしと

営業は疲弊し、健康に不安がつのる中

で、緊急事態宣言と外出自粛・休業要

請も解除される下、６月８日定例市議

会が開会されました。 

国政も市政も今の最大の課題は、

「新型コロナ感染」第２波、３波への

備えで、いのちと健康を守る万全な対

策を整え、「自粛と補償を一体に」くら

しと経済回復をはかることです。 

オンライン活用で壊された 

議会民主主義 

市議会は、オンラインの「議会感染

症対策会議で議論している」として一

般質問「コロナ」禁止、質疑は３分限

りとし、「感染防止」名目のオンライン

活用で、本来公式会議で行う議案説明

も、実質審議の為の委員会審議も省

略。議員には「市政全般の質問」が保

障され、「会議は公開」「すべて会議録

に記載する」と、地方自治法・市議会

会議規則に記載されています。これら

の法令を蹂躙する議会運営が自民・公

明・維新与党の多数で強行されまし

た。 

議会の民主主義回復・発展に務

めます 

日本共産党は、災害や感染症発生な

ど緊急時のオンラインシステムなど

情報通信技術の活用は必要と考えま

すが、その場合においても、憲法と地

方自治法に基づく市民に開かれた議

会の本質を見失うことがあってはな

りません。そんな時こそ「二元代表制

の議会」と「市民の代表である議員」

のそれぞれの役割と責務を果たすこ

とが求められるものと考えます。 

６月定例市議会を終えて     ２０２０年６月２２日 

日本共産党取手市議会議員団 

 

 

共産党議員団提案 

コロナ禍の保健所のパンク状態は、

バブル崩壊後の統廃合の誤りを明ら

かにしました。それでも拡充を求める

意見書は共産党４名と無会派クラブ

１名の賛成少数で否決されました。 

 

 

 国民救援会提出 

国民救援会がえん罪をなくそうと、

国に対して「再審法改正を求める意見

書」の提出を求め、全国の地方議会に

請願運動を広げています。  

取手市議会では、初日の本会議で、

遠山ちえ子紹介議員が国民救援会県

本部田村武夫会長の意見陳述書を朗

読して紹介、最終日の本会議で採択、

意見書も全員賛成で可決されました。 

「今こそ！ 

高すぎる国保税の引き下げを」 

 小池 えつ子  

19 億円の国保基金を使い、一世帯１万

円引下げ・18 歳以下均等割全額免除・多

子世帯や低所得者層の軽減策を強く求め

ました。これまで市は「感染症等の一大事

には基金を使う」と答弁・・・今度は「第

二波に備え慎重に検討する」と・・・市長

決断が求められる中、市長は今回も答弁に

立ちませんでした。 

 

取手駅西口開発の無駄改め 

感染防止に備えを 

 加増 みつ子  

西口開発は、見通しのない中約 30 年経

過。ビル解体後の再開発ビル建設は中止

し、更なる税金投入は止めること。コロナ

禍の下、安心できる小児医療・医療体制の

充実や収入減に苦しむ地域事業者への予

算確保で、営業の回復をと求めました。 

桑原開発 今年だけでも 

市税１億５千万円は疑問 

  遠山 ちえ子  

「コロナも大変だけど、それよりも

桑原にイオンモールができたら市内の

商店はつぶれてしまうよ！」コロナ不

況の中、集客・交通問題、雨水排水問

題、気象変動の最中に？と計画撤回を

求めましたが、市の政策として実行す

ると答弁。 

 

風水害への備え万全に 

 関戸 勇   

台風や豪雨で利根川や小貝川が決壊

すると、市内で数万人が避難すること

になります。洪水ハザードマップで示

した地域で、どこまで浸水するのか、

電柱に水深ラインを表示することを求

めました。担当部署は実施に向け検討

中との答え。 
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混乱・迷走する政府案を

撤回させ全ての人に 10 万

円給付を実現、雇用調整助

成金を月１６.７万円から

33 万円に、固定費の支払い

に苦しむ中小規模事業者へ

の家賃支援の枠組みをつく

り、ＰＣＲ検査センター設

置など検査体制の前進、医

療機関の赤字補填に一定の

支援増額など国民の世論と

運動、野党共闘で前進させ

てきました。 

併せて地方特別交付金

は、第 1 次の 1 兆円に加え

て 2 兆円増額しました。 

 

国の第２次補正 
３１.９兆円中 予備費
１０兆円 
補正予算額の３割予備費

は、「予算審議の意味をなさ

ない」と野党は、コロナ対策

拡充へ補正予算の組み替え

動議を提出し、国会会期の

延長を要求しました。自公

与党が反対し国会は政府案

を可決し閉会。与野党協議

で、閉会中週一回の委員会

審査を行うことに合意しま

した。日本共産党は、国民の

暮らしと営業の回復、コロ

ナ感染第２波、３波への万

全な備えと対策確立へ全力

を尽くします。 
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６
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繰
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。
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宇都宮さんの訴えから 

コロナ危機の下で経済最優先の政

治・社会の在り方が問われています。

非正規雇用を増大させ医療、福祉の削

減・民営化してきた社会が感染症とい

う危機にいかに弱いかということを

露呈しました。都民の命とくらしを守

る都政を何としてもつくりたい。 
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収
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ら
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ら
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っ
て
き
ま
し
た
。 
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新
型
コ
ロ
ナ
対
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持
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Ｔ
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す
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日
本
共
産
党
は
、
野
党
と
共
同

し
閉
会
中
の
委
員
会
審
査
、
臨

時
国
会
開
催
要
求
等
、
コ
ロ
ナ

対
策
の
前
進
と
、
真
相
の
徹
底

解
明
に
尽
く
し
ま
す
。 

自
民
な
ど
反
対
で
否
決 

日本共産党は、「新型コロナ」

の影響について、アンケートや

事業所訪問などで寄せられた

深刻な暮らしや経営・雇用、健

康と教育等、切実な要望を繰り

返し市長や市教委に届け、議会

感染症対策会議での議論と合

わせ、それらの実現につとめて

きました。 

取手市初のコロナ対策は、５

月７日臨時議会の議決による、

国の一人 10 万円給付の補正予

算で、取手市独自の対策はゼロ

に近いものでした。 

市民の声でやっと動いた 

取手市独自対策 

市民から「近隣市にある独自

対策は取手には何もない」な

ど、厳しい批判が寄せられる

中、共産党議員団は、「国の対策

待ちでなく各種基金の活用で

独自対策を速やかに」と「臨時

議会の開催」など合わせて求め

てきました。６月議会議決のコ

ロナ対策予算４億２千万円（国

交付 3.5 億円、市費７千万円）

活用で一歩前進の主な対策は  

▼児童手当15 歳迄１万円国に上乗せ ▼ひとり親臨時給付世帯

２万円上乗せ ▼商工業者へ国の持続化給付金対象外の 50％～

30％減収迄拡大中小企業 20 万円（上限）個人事業主 10 万円（上

限） ▼テイクアウト販売１食当たり上限 300 円（補助率１/２） 

日本共産党は、第１次の２倍

規模の国交付金と市の財政調整

基金など活用で更なる対策拡充

と速やかな事業の実施、支援を

速やかに市民に届けるよう全力

を尽くします。 

情報・要望などお寄せください。 
副市長等と協議する党市議団＝４月９日 

野党書記局長・幹事長会談。左から

吉田、小池、福山、平野、玄葉の各

氏＝6 月 16 日、国会内 

宇
都
宮
さ
ん
の
演
説
に
声
援
を

送
る
人
た
ち
。
共
産
、
立
憲
、
社

民
各
代
表
も
応
援
演
説
＝
６
月

20

日
、
東
京
都
武
蔵
野
市 

プロフィール 1946年生まれ 

反貧困ネットワーク代表 

年越し派遣村名誉村長 

日本弁護士連合会会長等歴任 

宇都宮けんじさんで 

都政を変えよう。 


